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人事管理発展史研究
—第 1 部 人事管理成立史論＿
高堂 俊 蒲
われわれの研究氏「人事管理」の史的展開を本質的に追求すべきものとし
て，第 1部成立史論，および第Il部機能論の両面から，アプローチを試みる
ものである。本稿は，人事管理成立史の追跡を軸としながら，機能論展開へ
の足がかりを意図している。
I.ほしがき
第一次大戦 (1914~18)直前に展開された，「科学的管理法」にたいするア
メリカの兵器廠 (arsen:i.ls)労働者に代表された反対運動の経緯と顛末は，周
(1) 
知の諸資料にすでに明らかであるが，こうした紛争の基底的争点はヨーダー
(2) 
(Dale Yoder)によって要約して整理されている。それによれば，科学的管理
法は，（1）能率の増大分を労務者に還元せずに所得の不公正な分配を意図し，
(2)生産における人的要素を無視して，かれらを機械視し，（3）全ての計画が管
理者の手で行われ，労務者をただその指図に従わして産業独裁制 (industrial
autocracy)を提唱し，（4）労働組合組織を否認する，ということであった。か
い） その代表的なものは次のとおりである。
R. F. Hoxie, Scientific Management and Labor, 1915. 
W. Crozier, Scientific Management in Government Establishments. (Bulletin 
of the Society to Promote the Science of Management. vol. 1. no. 5, Oct. 1915.) 
H. B. Drurry, Scientific Management, A. History and Criticism. 1918. 
F. B. Copley, Frederick W. Taylor, Father of Scientific Management. 1923. 
M. J. Nadworny, Scientific Management and the Unions, 1900~ 1932. 1955. 
H. G. J. Aitken, Taylorism at ¥'vatertown Arsenal, Scientific Management in 
Action 1908~ 1915. 1960. 
(2) D. Yoder, Personnel Management and Industrial Relations. 1956. p. 47. 
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くて，こうした諸点をめぐる労働者の反抗が，やがてAFLを背景とした強
•力な組織的運動に結集され，ついに議会をして陸海軍の軍需工場で「科学的
管理法」の採用を禁止し (1915年），ひき続き，官業の各分野での時間研究や
割増賃金フ゜ランの適用を禁止するに至らしめた (1916年）ことは，周知の通
(3) 
りである。
われわれはここで，「反能率」立法の制定による政府の譲歩を実現せしめた
ものが，直接的には，なによりも労働者運動の圧力であったことを重視しな
ければならないが，しかもなお，そこには無視しえぬ背景の要因として第—
次大戦の開始とその影響があったことも注目しなければならない。その際，
アメリカは，いち早く中立宣言をなし，直接の参戦は1917年であったけれど
も，中立国としての経済的利益にあづかるべき絶好の機会を得た。かくて次
第に，軍需工場を中心とする重化学工業部門の生産が集中的に剌激されるこ
とになると，当然に当該部門における労資の敵対関係が重大な障害として意
識されるに至ることは明らかであった。そこで，資本の側は，この機会をと
らえ，当面の面子や感情を抑制しても，長期的に見て利潤を獲得するために，
産業平和を回復して労働者の協力を得るための努力を注がざるをえなくなっ
た。かくて，いまや，科学的管理法をめぐる単なる譲歩ではなしに，こうし
た譲歩を足場にして，かえって補強された，能率的な労務施策の登場がうな
がされたのである。
もとより科学的管理法が，労働組合のほげしい抵抗に逢着したゆえんは，
ホクシーらの指摘したように，労働問題を工場内の生産問題の一局面としか
考えず，労働者の福祉やその要求は，この生産問題の解決のなかで当然に解
(4) 
決される筈だと考えていたところにむすびついていた。たしかに科学的管理
法は，生産能率化のために管理の近代化を具体化する合理的な思考を導入し，
そのかぎりでの新らしい手法を開拓して生産合理化への重要な手段であるこ
とを示唆しながらも，その創出した社会問題の解決には無力であったことを
(3) M. J. Nadworny, op. cit., pp. 84~103, H. G. J. Aitken, op. cit., pp. 232 
~234. 
(4) R. Hoxie, op. cit., pp. 120~ 121. 
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立証したというべきであろう。とはいえ，科学的管理法における，そうした
進歩的一面は，当然に生産管理技術に発展的にひきつがれ，さらにはインダ
ストリアル・エンヂニアリング (IndustrialEnginering)への礎石を築いたこ
(5) 
とは言うまでもない。それだけに，科学的管理法のもとで解決されえなかっ
た経営労働問題をめぐって，いわば意識的に専門化された，労務対策を含む
新らしい，管理施策がようやく登場すべき条件が熟したのである。
こうした意味でわれわれは，第一次大戦を前後とする時期における「科学
的管理法」から「人事管理」への発展の背景を検証することはきわめて興味
ある課題と考えるのである。
I. 「人事管理」成立の系譜
(1) 
経験的で主観的な「労務処理」の方式からやがて制度的，系統的な，近代
的意味での「労務管理」への移り変りの兆しは，具体的に見てたとえば，そ
れが現場の組長の手から，次第に管理の側の専任者に引き継がれてゆく過程
(2) 
のうちに認められるものであった。この種の専任者は， 1900年頃から ≪welfare
(5) ついでに言えば，それらのことはテーラーが，人間労働者を結局は，単なる
「物的」な生産因子としかみなしていなかったことを意味し．ているが，それにもか
かわらず，かの「成りゆき制度」のもとでは試みられなかった，それなりの意識的
な労務対策が提起されたというべきであって，その点ではテーラーの「科学的管理
誌」を，ただちに「生産管理」一般に解消し去る立場には賛同しえない。
経営労務管理を個別資本の成熟•発展のプロセスに即して歴史的に追跡すべき立
場からすれば，それは，明らかに単純なものから複雑なものへ，一面的なものから
多面的・綜合的なものへとその機能を拡充して発展する動的な歴史的管理技術＝制
度として措定さるべきもので，われわれはあえて「成りゆき制度」を克服すべきテ
ーラーの積極的なアプローチのなかに，まさに近代的な意味での経営労務管理機能
の「朋芽」を求めるのである。
(1) この言葉は森五郎教授によるものである。 （たとえば森五郎『労務管理概論』
昭39.p. 9.) 
(2) この点について H.J.ChrudenとA.W. Sherman, Jr.は次のようにのべて
いる。
「1900年頃までは人事管理の機能ももっばら雇入れ，解雇i 時間の管理 (time-
Keeping)にかぎられ，各監督者が，その現場責任者 (boss)としての仕事の一部と
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worker>> <<Social secretary>> i<Welfare secretary>> <<employment dark>>などの名称
(3) 
で呼ばれたが，実は彼等が近代的な人事管理担当者の先駆者と見られている。
もっともティード (0.Tead)によると，近代的なタイプの人事部門の設立
(4) 
を1912年としているが，その根拠が必らずしも明確とはいいがたい。たとえ
ば，さらに古く 1900年にグッドリッチ社 (B.F. Goodrich Co.)に<雇用部>
(employment department) がみられたことを認める立場 (Kelly, Alford, 
Keneddy) や， 1903年には'<労務部► (labor department)に言及した文献
(C. U. Carpenter) もあらわれていた。（後掲の年代別資料参照）。 けれども
これらの部門には，もっばら雇用担当課 (hiringbureau)だけしかなかった
といわれた点で，ティードにより近代的な意味での<部>に位置づけられな
(5) 
かったものと解すべきだろう。たしかに， 1912年にはボストンに最初の雇用
管理者協会 (employmentmanagers'association)が結成され， 1916年にはそ
れが 7つに増え，さらに翌1917年には全部で1000名のメンバーを数える 10の
協会に発展していたことは，その頃からこれらの業務がますます専門化し，
して処理していた。やがて生産方法が複雑化し，監督者の仕事の負担が増大するに
つれて，時間や賃金記録簿の管理に関する責任は，しばしば専門の職員 (clark)に
譲り渡されるようになって， これが事実上， 最初の人事担当の専任者 (personnel 
specialist)であった」 (H..J. Churden and A. W. Sherman, Jr., Personnel Man-
agement. 1963. p. 16). 
ちなみに，わが国についていえば，第一次大戦後の不況乗り切りのための合理化
運動と結びついて，新しい生産設備とそれに対応する新しい生産管理方式や労務管
理方式の採用を導くことになったが，こうしたなかで大企業を中心とする労務対策
は，従来のような古参の親方的労働ボスに依存する間接コントロールから，次第に
労務統轄の戦制機構の確立による直接コントロールの方向が具体化し，やがて労務
課，人事課，賃金課，厚生課などの機構が登場してくるのである。 （大河内一男絹
『日本の経営と労働』 (1)昭36.pp. 12~14)。 ‘ 
(3) Henry Eilbirt, The Development of Personnel Management in the United 
States. (I. L. Heckmann and S. G. Heneryager, Management of the Persomel 
Funtion, 1962) p. 13. 
(4) Ordway Tead, Personnel Administration, Encyclopaedia of the Social Sciences, 
vol. 12. p. 88 (1934). 
(5) Henry Eilbirt, op. cit., p. 15. 
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その担当者がスペシャリスト化する傾向を強めていたことを示すものであっ
たと言えよう。
それにしても，すでに指摘したかぎりでは，こうした雇用管理の初期的業
務は，ほんらいヵ辺只請i利厚生活動► (welfare activities) とかなり密接に結
びついていたことが印象づけられる。そこでまづ，この点から考察しよう。
1.福利厚生活動の展開
—アメリカにおけるその発展の系譜—
一般に， ョーロッパにおける一つの運動としての福利厚生活動は，産業革
命の初期に始まったと言われている。つまりその当時，にわかに深刻化した
初期工場制度の衝撃的な作業条件に当面して，コントやJ.s.ミルらの社会
思想家たちに代表される，社会改良思想の影響を受けた，社会的意識の高い
雇主たちの反応としてあらわれた。なかでもロバート・オーエン (Robert
Owen, 1771 ~ 1858)が試みた一連の施策や，｝レクレール(Edem-JeanLeclaire) 
の実施した利潤分配制はユニークなものであった。けれども，こうした初期
的実践の特徽は何よりも人道主義的動機に支えられた，いわぼ恵まれた優者
の，不幸な劣者に対する慈恵に他ならなかった。だが19世紀の末期に向うに
つれ，こうした理想主義的，温情的色彩ほうすれ，次第に雇主の現実主義的，
利己的な動機が表面化し，拾頭しつつあった社会主義運動への同種療法的処
置 (homeopathictreatment) としての色彩を添えて発展したようにおもわれ
匁。）
さて，アメリカにおけるこの種の試みの，最初のものは，多分にオーエン
の影響をうけた温情的なものとしてあらわれた。 19世紀の最初の 3分の 1期
(1) H. S. Person, Industrial Welfare Work, Encyclopaedia of the S. S. Vol. 7. 
1934, pp. 396~7. 
Cyril C. Ling, The Management of Personnel Relations, History and Origins, 
1965. pp. 72~3. 
なお，利己的動機についてほ，それが「引合うもの」(itpays) という意識が念頭
にあったし，オーエンにおいてさえ，決して否定されるものではなかったことが指
摘されている。 （大塚一朗『企業内福利施設に関する研究』昭13.pp. 38~9. p. 45. 
参照。）
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にみられたマサチューセッツ州におけるロウエル (F.C. Lowell)やアプルト
(2) 
ン (N.A. Appleton)らのプログラムがそれである。その後しばらくは緩慢
であったが，南北戦争後の産業発展期を迎えて表面化し， 1856年のビースデ
ール製造会社 (PeacedaleManufacturing Company)の図書館， 1866年のクレ
ーン社 (CraneCompany)の工場診療所， 1867年に南太平洋鉄道会社 (Sout-
hern Pacific Railroad Company)が設置した最初の従業員用病院， 1884年の，
ペンシルベニア鉄道 (PennsylvaniaRailroads)とボルティモア・オハイオ鉄道
(Baltimore and Ohio Railroads) の年金基金などは，何れも，この国におけ
るそれぞれ最初の試みであった。その後19世紀末以降では，ナショナル金銭
登録器 (NatioalCash Register Company)が1897年頃に創始した提案制度や，
同じく 1899年に設置した社交クラブが著名であるし， 1911年には，パンタセ
イト社 (PantasateCompany) が，初めて団体生命保険プランを実施したこ
とが知られている。
ところで，一般に福利施設に対する定義によれば，それは「雇主が，法律
や市場条件の何れの強制にもよらないで，従業員の労働時間，賃金，［ならびに
作業及び生活条件の一定水準を設定し維持しようとする努力である」 (Louis
A. Boettiger, Employee Welfare Work. 1923. p. 19) とか，「現行産業制度の
枠内で，法的義務によらずに，従業員の労働条件や生活条件，文化的条件，
産業の慣習や市場条件を確立するための，雇主の自主的努力をあらわすも
の」 (H.S. Person, Industrial Welfare Work, Enyclopaedia of the Social 
Sciences. 1934. vol VII. p. 395) とされている。けれども，この時期におけ
る福利施策の多様な展開を理解するためには，それらを推進せしめた諸要因
(2) C. C. Ling, op. cit., pp. 73~4. 
厳密にいえば，彼等の動機に反映した要因は次のようなものであった。①これら
の地域社会ほ，特に急激に発展したので，学校，教会，病院などの施設を会社側の
手で考慮せざるを得なかった。②ほんらいの労働力給源であったニューイングラッ
ドの農村児童や， 16オから25オの若い婦人たちのうち特に質の高い労働力を必要と
した。⑧彼等は，直接イギリスの工場状態を見聞して，それらの社会的悲劇を繰り
返さないようにと，オーエンの前例に従おうとした。 (ibid.,p. 74) 
これについては，また，大塚一朗『前掲書』 pp.34~37参照。
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をさらに分析する必要があろう。この点について， リングは次のように指摘
(3) 
している。すなわち，
①企業規模の増大が，雇主と従業員関の人的関係を悪化させて，その緩和
策を，福利施設に求めさせた。
インパクト ソーシアル・ワーカー
②工場制度とその労働者への悪影響に対する社会事業家や労働経済学者た
ちの批判が刺激となった。
③南北戦争後の失業や労働条件の悪化による労資紛争や産業不安 (inqust-
rial unrest) の危険が，労働者の不平，不満を一掃すべき対策を促した。
④しばしば未開発な地域での工場立地にともなって，企業の手で諸種の社
会施設 (communityfacilities)を準備すべき必要にせまられた。
⑥雇主たちによって，各種の福利施設は，やがて作業の遂行を改善し，有
能で質の高い労働者を吸引しうると考えられた。
⑥労働者が組合の力で勝ちとろうと考えているものに先手を打って組織を
きりくずすべく，反組合的武器 (antiunionweapon)として利用された。
いずれにしても，こうした諸活動の初期的実践ほ，多分に事業の特殊事情
や雇主の個人的努力に支えられて，上からの施策としての色彩を示しなが
ら，それだけに孤立的な性格を否定しうるものではなかったが，やがてこう
した経験が定着し，その内容が多様化するにつれて，それらの運営を集中化
(centralize)するのが望ましいと考えられるようになった。 1900年頃に登場
(4') 
してきた，専門的なスタッフとしての'<ウェルフェア・セクレタリー>
(social or welfare secretary) がそれである。これらの人々の職務は，企業と
従業員の間の接点 (thepoint of contact) となって，あらゆる角度から従業
員の福利を研究し，その改善を提案して，その進歩向上に資するといった包
括的で漠然としたものであったし，彼等の資格要件も，特に限定されたもの
(5) 
はなかったけれども，あきらかに労務対策の専門的中介者 (middleman)とし
(3) C. C. Ling, op.cit., pp. 77 ~8. 
(4) H. Eilbirt, op. cit., pp. 1 ~ 2. 
(5) そうではあったけれども，・一般的に言えば，慈善事業や社会事業の経験者に傾
かざるを得ず，そのためにたとえば当時 (1904年） YMCAが社会活動の一環とし
てウェルフェア・セクレタリーのための訓練を行なっていた。 (C. C. Ling, op. 
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て出現したことは注目すべきである。そうした意味から'<ウェルフェア・
セクレタリ—>が近代的な人事管理担当者の原基的先駆者 (rudimentary fo-
(6) 
rerunner) として位置づけられているのである。
2.近代的人事管理の成立
ティードが，近代的人事管理の成立を1912年に求めたことは既に指摘した
が，そのことは， 1900年頃における<ウェルフ工ア・セクレタリ―>の活動
期から1910~20年までの時期が，いわゆる近代的な人事管理確立への再編期
であったことを示唆している。すなわち，この時期を通じて，一方では次第
に「福利厚生活動」が悪評を招き，その用語に不信が示されるとともに，他
方では，企業活動の大規模・複雑化にともなう労務問題の深刻化に対応して，
人事問題解決のための新しい組織的アプローチ (organizationalapproach)を
必然化するに至ったのである。雇用部 (employmentdepartment)ないし労務
(1) 
部 (labordepartment)の出現はその具体化であった。
おもうに，福利厚生施策を支えていた中心的動機は，慈恵的，温情的なも
のであったが，その裏返しは，低賃金，長時間労働，劣悪作業条件に対する
緩和剤 (Palliatives) として，意識的に責任を回避しようと試みられたことは
明らかである。それゆえ，かえってこうした企てには慎重にならざるを得ず，
次第に，その語の与えた不信感を避けるために'<ウェルフェア>という用
(2) 
語が軽遠され，後退せしめられたのは不思議でなかった。だがそれにもかか
わらず， 20世紀最初の10年代に成熟した独占形成期の社会的，経済的諸条件
は，労働力問題への組織的アプローチを具体化するに至った。すなわちそれ
は，一方における管理の組織的計画化を確立すべき近代的思考に支えられな
cite, pp. 79-80) 
(6) H. Eilbirt, op. cit., p. 13. C. C. Ling, op. cit., pp. 81-2. 
(1) H. Eilibirt, op. cit., p. 14. 
(2) 当時，ある経営者は「＜ウェルフェア＞という語は，非常に悪用されたもので
あるから，自分は使わない」とのべている。 (C. C. Ling, op. cit., F・ 53, H. 
Eilibirt, op. cit., p. 13) 
またある工場医は，この語を<hell-fare~と諷刺している (H. Eilibirt, op. cit., 
p. 13) 
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がら，他方における人力の能率的利用を実現すべきアプローチとして展開さ
れた。たまたま，こうした客観的条件の成熟ほ，かの科学的管理運動によっ
て推進され，やがて第一次大戦を背景にした労働力問題の深刻化のなかで，
直接的には労働移動 (laborturnover)対策をめぐって具体化されていったの
(3) 
である。
われわれは，こうした点について，さらに，人事管理成立への，（1）管理思
(4) 
考の影響と，（2）第一次大戦の影響の諸点から接近を試みることにしよう。
m．人事管理機能への管理思考の影響
さきにも触れたように，近代的人事管理の成立は，人事・労務問題解決へ
(3) C. C. Ling, op. cit., p. 204. 
(4) もちろん，この時期における「人事管理」の制度的確立には，この頃ようやく，
理論と実践のうえで，学問的体系を整えて発展してきた隣接諸科学，とりわけ， ド
イツを中心とした労働科学 (Arbeitswissenschaft)や，英米における産業心理学
(industrial psychology)や疲労研究 (fatigueresearch) の影響も無視しえないこと
を附記しておく必要がある。 これらの成果は， ミュンスターベルク (Hugo Mi.i-
nsterberg)の『心理学と経済生活』 (Psychologieund Wirtschaftleben) 1912,『心理
学と産業能率』 (Psychologyand Industrial Efficiency) 1913,『精神技術学原論』
(Grundzi.ige der Psychotechnik) 1914ゃ， リップマン (0.Lipmann)の『経済心
理学』 (Wirtscaftspsychologie)1921イオテイコ女史 (J.Ioteyko) の『労働の科学
とその組織』 (Lascience du travail et son organization 1917. The Science of 
Labour and its Organization. London 1919)のすぐれた業績に先導されて， ドイ
ツの労働生理学研究所 (KaiserWilhelms Institut fir Arbeitsphysiologie, 1913)，ィ-
ギリスの産業疲労調査局 (IndustrialFatigue Research Board. 1918)パリの社会衛
生研究所 (InstitutLannelongue d'hygiene sociale. 1919)，アメリカではハーバー
ドの疲労研究所 (Institutefor Fatigue)などの実践活動がにわかに活澄化し，やが
て産業における新しい人事活動の方向に稼極的な貢献を示したことは知られる通り
である。それらは，まさに，労働科学的「人事管理」として，人力の能率的利用に
即した，雇用（雇入と配置），教育訓練，職務分析，安全・衛生，労働条件（疲労と
能率）の適正な処理に科学的方向を指示したことはあきらかである。
これらについては，石井金之助『労働科学論』昭和32.p. 144以下。安藤瑞夫編
『産業心理学』昭41:pp. 1 ~ 16. 
『経営労務ハンドブック』昭38.pp. 1191 ~ 1200および， pp.1201 ~ 1205. 
C. C. Ling, op. cit., pp. 209~216, pp. 218~224, pp. 234~238. 
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の組織的・制度的アプローチの具体化であったとすれば，そうした発展は，
一面において，あきらかに近代的管理思考の成熟とともに促進されたものと
解すべきであろう。こうした点についてリング教授 (CyrilCurtis Ling)は，
人事「管理」職能の発展は，一般的「管理」思想の進化のなかで具体化され
たものと見て，これらを，計画 (Planning)，組織 (organization)，リーダーシ
ップとモテイベーション (leadershipand motivation)，統制 (control)の諸機
(1) 
能の進化に即して検証しようと試みている。そして彼は，これらについて，
(1)「人事管理機能」に対する「計画」概念の進化の直接的影響，（2)「人事管
理」機能に対する「計画」概念の進化の間接的影響，（3)「人事管理」機能に
対する「組織」概念の影響，（4)「人事管理」機能に対する「モテイベーショ
ン」概念の影響，（5)「人事管理」機能に対する「統制」概念の進化の影響と
して考察している。以下それらを整理して検討しよう。
1.人事管理機能に対する「計画」概念の進化の直接的影響 今日における
管理概念の萌芽は，すでに1883年のバベッヂの著書 (CharlesBabbage, On 
the Economy of Machinery and Manufactures.）に認められ，バベッヂ＝ュ
ーア (Ure)の時代を通じて先駆的に実践されたが，それにしても，これらの
漠然とした思考をはるかに具体化し，近代的な管理の方向で定着せしめたの
はティラーであった。すなわちティラーにおける「計画室」(planningdepar-
tment)の構想はあきらかにその制度的具体化であったといえる。いまや労務
処理の問題が，現場の作業から分離されて，計画室（とその要員）の業務に
位置づけられたことは，制度としての人事管理機能の成熟に直接的な誘因を
(2) 
なすものであった。このような視点は，チャーチ (A.H. Church)によって
も示唆されている (TheScience and Practice of Management. 1914)。彼は経
営載能を，企業における根本方針の決定に関する「決定的要素」 (determie-
native element)と，この方針にしたがって実施するための「管理的要素」
(administrative element)に分類して，管理概念を経営活動の実施から区別
しながら，とくに「管理的要素」＇に属する「設計職能」 (designfunction)に
(1) C. C. Ling op. cit., pp. 273~321. 
(2) Ibid., p. 279. 
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おいて，いわゆる経営諸活動の計画化を重視して，人事管理機能に対する計
(3) 
画概念の定着への基盤を敷設したのである。さらに言えば，チャーチにおけ
る「管理的要素」の有機的職能 (organicfunctions) は，フェイヨル (Henri
Fayol)によって，その計画 (prevoyance)識能を始めとする五職能としてほ
じめて明確に位置づけられたし，シェルドンもまた，「本来の管理」 (manage-
ment proper)の，四要素の一つに「促進」 (facilitation)を措定してその中に
(4) 
「計画」機能を示唆しているのである。
2.人事管理機能に対する「計画」概念の進化の間接的影響 上述した「計
画」概念の人事管理機能への実践的適用を具体化したものほ，労働移動分析
(labor turnover analysis)と，識務分析及び評価 (jobanalysis and evaluation) 
であった。労働移動分析について言えば，初期的には，もっばら離脱 (sepa-
(5) 
ration) の側面にのみ焦点が集められていたとは言え， それらの弊害に対す
る重大性の認識は，やがて労働移動率を方式化して計画的な配慮を促し，さ
(6) 
らに具体的には離脱と補充にともなう<目に見えfょぃコスト>(伍ddencost) 
としての移動コストの分析 (laborturnover cost analysis)を発展せしめて，
人事調査活動 (personnelresearch)と人事標準の設定 (standardfunction)へ
(7) 
の足場を準備したのである。かくて少なくとも， 1920年頃までは，アイルバ
(8) 
ート (H.Eilbirt)も指摘するごとく，雇用管理部門 (employmentdepartment) 
創設の中心的動機は，まさに労働者の移動（厳密には離脱）を切下げうると
(9) 
する可能性に結びつけられていたと言えるのである。
(3) Ibid., pp. 275~276 & p. 279.なおこれに関しては，古川栄一『アメリカ経
営学』（昭34)pp. 50 ~ 53参照。
(4) C. C. Ling, op. cit., pp. 276~277. 
(5) Ibid., p. 282. 
(6) H. Eilbirt, op. cit., p. 10 & p. 18. こうした高価な犠牲を回避するために，
General ElectricのW.Alexander fま，雇用担当の責任者として，上級の管理者を
当てるべきことと，従業員を解雇する権限を，職長から取り去って，雇用担当の管
理者に与えるべきことを勧告している。 (C.C. Ling op. cit., p. 284) 
(7) C. C. Ling, op. cit., p. 285. 
(8) H. Eilbirt, op. cit., p. 19. 
(9) こうした見解しま， P. H. Douglasが1919年の論文<(PlantAdministration of 
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つぎに，職務分析及び評価についていえば，前者の具体化の契機は，ティ
ラーの『工場管理論』(ShopManagement. 1910) の刊行によって示された。
すなわち，彼の構想した現場の執行機能から分離された<集中的な>雇用部
門においてほ，もはや職長に代って雇用実務を遂行するために正確な職務デ
ーターの実践的な必要が促されたのである。ただ，ライトル (C.W. Lytle) 
の指摘したように，彼等はさしあたり方法の改善に亡殺されて，識務研究
(job study) の最終段階としての<職務分析>にまで進むことができなかつ
(10) 
たのである。けれども，やがて第一次大戦ほ，人事管理機能の急速な成熟を
うながし，次第に，職務計画化と報酬決定のための，時間研究と動作研究を
補足する手段として独自の内容を整え，職務記述書 (jobdescriptions) と職
務明細書 (jobspecifications)を生みだすプロセスとして発展した。かくて職
務分析は，人事管理機能に即した人材確保のための，戦務に関する資料を準
備する，職務の観察的研究の座を占めるに至り，したがってそれは，おのず
から， 30年代を通じて，職務評価の基礎としての役割をも備えるに至ったの
(11) 
である。すなわちそれは，ロット (M.R. Lott)が1924年に，初めて，個々
の作業の職務内容の特性にウェイトを考慮するプランを工夫した試みに導か
れて，やがて大量生産方式の急激な発展による職務の専門的細分化と，組合
運動の発展にともなう賃金交渉の活発化を背景にしながら制度的に定着して
いったのである。
3.人事管理機能に対する「組織」概念の影響 人事管理機能に対する「組
織」概念の進化の影響は，五段階に区分されうる。その第一段階は， 1890年
代の後期から 1900年代初期に見られた，ヵ•O)~ ウェルフェア・セ：クレタリ
->の地位と役割に象徴されている。すなわちそれは，スタッフ機能の初期
(12) 
的な分離 (distinctstaff differentiation) の現象であって，いまや伝統的にラ
イン責任者に維持されていた識務の一部が，それらから区別され，専門化さ
Labor~のなかで指摘しているものによっている。 (C. C. Ling, op. cit., p. 284) 
(10) C. C. Ling, op. cit., pp. 285~286. 
(11) Ibid., p. 288. 
(12) Ibid., p. 297. 
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れて遂行されるべき条件が成熟したことを意味するものであった。けれども，
そこでは，この種の機能の責任が，専門的な個人に帰属せしめられたとはい
え，彼は部下 (subordinate) を持たず，したがって組織を有しなかった意味
(I3) 
で，スタッフ機能分化の初期的形態に他ならなかった。
ところが，やがてその第二段階を特徴づける発展は，スタッフの完全な分
(14) 
離 (completestaff differentiation)としてあらわれた。それは1910年頃にいた
り，上述した専門家たちの仕事が次第に重圧化するにつれて補助者の必要を
うながし，いわゆる雇用管理者 (employmentmanager)の出現を見たことに
よって示されている。もっとも彼等は，政策の決定権をもたず，主要な業務
執行の権限もなく，事実上，雇用代行者 (ahiring agent)にすぎなかったも
(15) 
のとして，短命であったといわれている。
ひきつづき1912~15年の時期をめぐって，第三段階の特徴があらわれた。
(16) 
それは，スタッフの統合 (staffintegration)と呼ばるべき性格を示すものであ
った。もっとも，この時期は前段階と同じ名称の「雇用管理者」のボジショ
ンのもとに特徴づけられていたから，前段階から識別することは困難である
けれども，それは一人のスタッフ責任者の傘下に，多数の独立した単位スタ
ッフが集められるに至ったことを意味している。かくて具体的には，そこで
は，専門的なスタッフ機能として，雇用機能 (employmentfunction) と福利
機能 (welfarefunction)を中心に，しばしば，訓練機能 (trainingfunction)や
医療機能 (medicalfunction)をも統合するものとしてあらわれたのである。
(13) それにもかかわらず，彼等の責任しま，雇用の処理をめぐって助言的性格を有し，
あきらかに＜スタッフ職}>(staff person) と呼ばれるものであった。 (H. Eilbirt, 
op. cit., p. 11) 
(14) C. C. Ling, op. cit., p. 298. 
(15) 文献によると， 1909年以前では，＜雇用管理＞の語を見出しえないし，したが
って，＜雇用管理者＞のボジションも見られなかった一方， 1912年には，ボストン
雇用管理者協会 (BostonEmployment Managers'Association)が結成されたという
事実や，ひきつづき1916年頃まで，それらが広まっていたことが記録されている点
から，これは， 3年ないし 7年の期間に及んでいたと見られている。 (C.C. Ling, 
op. cit., p. 299) 
(16) C. C. Ling, op. cit., p. 299. 
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ところで，このような諸機能＝活動の統合は，その裏がえしとして，スタ
ッフ地位の上進 (staffelevation)の方向を具体化するようになる。 1920年頃
(17) 
を前後としてあらわれた第四段階の特徴がそれである。すなわち1920年代の
初期に，諸会社が雇用部ないし人事部門を，生産部門の組織内における地位
から，生産，マーケティング，財務などの諸機能と同格の地位に引上げはじ
めた時に表面化したものであった。そして，かかる進行の過程こそ，まさに
近代的人事管理機能の組織的成熟の方向を，直接的に促進する契機となった
(18) 
ものと考えられる。
やがて，企業活動の大規模・複雑化に対応して，下位の肢体的サービス・
レベルにも，単位スタッフを設置すべき必要が生じてきた。 1930年代にいた
って具体化せしめられた，スタッフ分権化 (staffdecentralization)の進行が
(19) 
第五段階のそれである。そこでは，企業活動の拡大につれて，当該企業の物
的設備を地域的に分散させるべき必要が高まるなかで，雇用や訓練などの人
事機能の実地業務の多くを効果的に遂行するため，関係工場レベルに新規の
附属的人事担当部門を設置して，人事管理機能の分権化が進められたのであ
る。ホールデン＝フィシュ＝スミスが， 1939年と 1940年に試みた調査は，分
権的人事管理の典型として，製品別事業部制組織における人事部の位置づけ
(20) 
を明確に示している。
4.人事管理機能に対する「モテイベーション」概念の影響 労働者の生産
能率を刺激するための，動機づけ（モティベーション）の重視ほ，すでにバ
ベッヂやユーアの時代に先駆的な試みが示されているが，ひきつづきティラ
ーの時代以来，とくに，賃金及び訓練管理の機能にむすびつけて系統的に発
(17) C. C. Ling, op. cit., pp. 300~301. 
(18) たとえば， RichardLansburghはその著<{IndustrialManagement)>の1928年
版で，「製造業における典型的な組織図として，①コントローラー ②製造部長
⑧販売部長 ④人事部長の地位を同格に位置づけている。 (C.C. Ling. op. cit., p. 
301.) 
(19) C. C. Ling, op. cit., p. 302. 
(20) ホールデン・フィシュ・スミス『トップ・マネージメント』岸上英吉訳（昭29).
pp. 64~66および同書第五表＜製品部門別組織の基本型＞参照。
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展してきたことは周知の通りである。すなわちそれらは，一方において， 19
世紀末から20世紀初頭にかけ経験的に実践された利潤分配制 (Profit-sharing 
plan)や持株制 (stock-ownershipplan) や，他方におけるH.R.タウンの分
益制 (gain-sharingplan, 1889), F. A.ハルシーの割増制 (plemiumplan, 1 
891), F. W.ティラーの差別的出来高給制 (differentialpiece rate plan, 1895), 
J.ローワンの割増制 (plemiumplan, 1901), H. L.ガントのボーナス制
(task and bonus system, 1901), H.エマーソンの能率給 (efficiencyplan, 
1904)などの金銭的インセンティブの諸方式に具体化されている。さらにま
たF．ギルブレス (FrankGilbreth)の提起した，昇進 (promotion)に関する，
労務者の過去，現在及び将来のボジションに即した<三段階プラン► (three一
position plan) は，学習による動機づけの重要性を示唆して，訓練機能とり
(21) 
わけ現代の経営者教育の発展に先駆的な貢献をしたものと見られている。
ところで，能率は個々人の効果的な動機づけを通して，確保されるという
視点から，そのためのリーダーシップとコミュニケーションを重視したのは，
E.メイヨー (TheHuman Problems of an Industrial ・civilization, 1933) O. 
ティード (TheArt of Leadership, 1935), C.バーナード (TheFunction of 
the Executive, 1938)らであったが，同時に， ミー(].F. Mee)やブレック
(E. F. L. Brech) らは，この頃すでに，モテイベーションを経営管理職能の
(22) 
一つとしてとりあげていることも注目しなければならない。そしてモテイベ
ーションに関する調査と研究は，第二次大戦と戦後の時期を通じて，行動科
学者たち (behavioralscientists)から多彩なアプローチが試みられているのは
周知の通りである。
5.人事管理機能に対する「統制」概念の進化の影響 リングは，統制 (co-
ntrol)概念の発展を，デーヴィス (R.C. Davis)が統制のための 9つの個別
的戦能を①事前的 (Preliminaly)コントロー）レ，②同時的 (concurrent)コン
トロール③事後的 (subsequent)コントロールに統合して提起したのに準じて，
①標準の設定 (establishmentof standards)，②業績の測定 (measurementof 
(21) C. C. Ling. op. cit., p. 132. 
(22) Ibid., p. 308. 
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performance)，③標準に対する結果の比較 (comparisonof performance to 
standards)，④矯正行為 (correctiveaction)の四段階のプロセスに要約してい
(23) 
る。ただその場合，かかる一般的な統制理論を，人事管理機能に適用する問
題は，次の理由で多分に困難性をともなっている。すなわち第一に，ほんら
い統制概念ほ，もっぽら生産機能に関するコントロールとして集中され，他
の諸機能（とりわけ人事機能）に対して直接，適用性を持たない。第二には，
生産機能においては，生産物の量と質について標準を設定し（第 1段階），業
績を結果的に測定すること（第 2段階）は，比較的容易であるにもかかわら
ず，人事管理フ゜ログラムの事前的，事後的コントロールは，ほんらい量的測
定の可能性のとぽしいものとして，きわめて困難である。それにもかかわら
ず，人事管理機能の効果的な遂行のためには，積極的なアプローチが重視さ
れざるをえない。
ちなみに，調査と標準設定機能は，識務分析，職務記述書，職務明細書，
織務評価フ゜ログラム，賃金調査その他の作業を通じて準備され，実績測定に
より矯正措置を試みる際の指標を提供する。
雇用機能についていえば，テストとインタービューの実施のなかで，統制
のプロセスがふまれる。その際，前提とされる標準は，過去の経験的実績や，
他社の実績，ないし当該産業内の実績にてらして設定され，矯正措置は，配
置の適正化やテスト方法の改善の方向を示すことになる。
教育・訓練機能をめぐってほ，それが長年にわたって，人事機能に関する
統制問題の中心的な位置を占めてきているにもかかわらず，いまだに，訓練
効果を適確に評価しうる方法が準備されているとはいえない。だが，試験の
結果や，生産性，無駄，災害，設備の破損などの広い見地から綜合的な検討
が加えられている。
健康•安全機能に関しては，他の人事活動に比して，しまるかに評価し易い。
それは保険会社や各種の専門団体，政府機関による標準的基礎資料にめぐま
れ，健康および災害の実績の測定と，その対策に有効な指標を与えているか
らである。
(23) Ibid., pp. 315~ 316. 
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賃金管理の面についていえば，とりわけ，組合活動の影響は，企業に合理
的な賃金標準の設定を強制し，みずからもまた積極的に介入しながら，標準
と実績の比較および，それが矯正を促進する効果を示している。
従業員サービス機能における標準設定は，一面できわめて正確に進められ
る。すなわち，保険及び年金プログラムのための計数的資料の容易な利用が
それである。けれども，こうした量的計測度の高い分野に比して， レクリェ
ーション施策，提案制度，カウンセリングなどのサービス活動は，ほんらい
その内面的複雑性のゆえに，正確度が低いことはあきらかである。
従業員関係機能もまた，その内面的な特殊性のゆえに，困難をともなって
いる。けれども，これは労働協約 (laboragreement) というきわめて重要な
統制のメカニズムを有している。けだし，それは常に，規律，昇進，異動，
訓練，賃金，安全その他の多くの活動に対する標準を示し，同時に活動の実
績を検討するための基礎となるからである。
さて，人事政策と実践を全般的に分析して，適切な指針をうるための重要
なコントロールは人事監査 (personnelaudit)である。それは人事予算 (per-
sonnel budgets) と人事方針 (personnelpolicies)による全般的なコントロー
ルとの関連において，人事管理活動の基本的な在り方を規定し，チェックし，
矯正するために実践されている。
6.小括以上でわれわれは，リングの所説によりながら人事管理機能の
成熟•発展に対する「管理」思想の影響について検証した。再言すれば，そ
れらはまづ，なによりも一般的管理の専門家たちの思考に導かれて<直接
的>tこプランニング概念として与えられ，それが現実の人事担当者たちの初
期的実践のなカベ}4間接的►tこ，労働異動分析と職務分析（評価）のかたち
で具体化されたものと理解された。やがて企業活動の大規模・複雑化に対処
して，人事管理活動の組織的整備の方向を実践的に促進し，同時に人間行動
の多様化にともなうモティベーションの重要性と，したがってまた， リーダ
ーシップの有効性が，日常の人事活動の中心的課題となってクローズアップ
されたプロセスに，その焦点があわせられている。そしてとりわけこの点に
ついての評価にウエイトが置かれるとき，アメリカにおける経営労務管理の
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現代的発展が，その方向において追跡的に特徴づけられることになるのを理
解しておく必要があるだろう。その意味では，経営労務管理の発展を，資本
の運動にかかわらしめて，歴史的に分析しようとするわれわれの視点に，そ
れがただちに解消せしめられえないものであるが，それにもかかわらず， リ
ング教授が試みたこの種の体系的歴史的アプローチは，伝統的な研究者たち
の，軽視ないし無視した側面に，あらためていくつかの示唆を提起したもの
として評価しなければならないだろう。
買人事管理成立への第一次大戦の影響
アメリカ経済は， 1917年 4月の参戦をもって，完全に戦時体制に切り換え
られたが，すでにそれ以前から，大戦の影響はとりわけ労働問題をめぐって
深刻化していた。いうまでもなく，戦争は，移民のノーマルな流入を停止さ
せたが，防衛産業の労働需要は異常に高まり，しかも数百万におよぶ徴兵と
あいまって，極端な労働力不足を経験しながら，急激な軍需生産の増大要請
に対処せねばならなかった。このように異常な労働需要は労働者の地位を高
め，賃金を上昇せしめる結果となったのであるが，そのことは，やがて消費
需要を促進して，かえって物価の上昇をまねき，実質賃金を低下せしめるこ
(1) 
とになって，産業不安の危険を累積せしめたのである。
それだけに，ウィルソン大統領が，参戦の直前に， AFL会長ゴンパース
(S. Gompers) を，国防会議諮問委員会 (theAdvisory Commission of the 
Council of National Defense)の労働委員会 (LaborCommittee)議長に任命
し，同時に， AFLをこの国の賃金労働者の正規の代表であることを，公式
(1) ちなみに，賃金はひきつづき上昇したにもかかわらず， 1914年当時の実質賃金
と変らないか，低下した。また，ストライキ件数について見ると， 1916年には3,789
件であったのが，参戦時の1917年には4,450件に増大している。 1918, 1919, 1920 
年の平均件数が 3,363であったのと対比すれば興味がある。さらに，組合組織の発
展ほとくに，造船，鉱山，軍用品，衣服，建設などの軍需産業に関連した部門で著
しく， 1914年から1920年の 6年間に組合員数は， 2,687,100から5,047,800に，殆ん
ど倍増している。 (G.D. Watkins & others, The Management of Personnel and 
Labor Relations. 1950, pp. 24-25). 
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に承認した意義は，きわめて大きなものであったといえよう。まことにそれ
ほ，一方で，久しく労働者の悲願であった産業民主々義の機会を形式的に予
約しながら，他方で，大戦という国家的大義名分のもとに，労資協力の協調
路線を敷設するものとして，きわめてタイムリーな行政措置であったという
(2) 
べきであろう。
かくていまや，戦争は，国家的な配慮のもとに，企業における人事方策に
関し，とくに(1)雇用，（2）訓練 (3)従業員関係 (employeerelations) の分野に
緊急の打解策をうながす条件を成熟せしめたのである。言いかえれば，大戦
は経営の関心を人事問題に集中せしめて，伝統的な雇用施策の科学的な整備，
合理的な再編成を促進したのである。こうした方向は，政府の積極的な援助
のもとで推進された。それは，軍需産業において，戦時生産体制に即応した
「人事部」を組織すべきことを強調して，多くの大学に，雇用管理の短期コ
ースを実施するよう勧告しながら，全造船所に対しては政府が費用を負担す
ることで，従業員のコース受講を奨励し，みずからは，労働省の職員をこれ
に派遺した。この講習は 6週間にわたって行われたもので，雇用の実務と労
働経済学，統計学，産業の組織と管理についての，講義と実習からなってい
た。また戦時産業局 (WarIndustries Board)は雇用管理課を設置して，雇用
(3) 
管理担当者を訓練するための学校の設立を促進したのである。
それにしても注目すべきは，民間企業の経営者たちに対する管理意識の巾
広い浸透であった。大戦下とはいえ， 1917年の参戦時までは，一部の産業を
除いて，軍需生産体制に切り換えられていなかったため，政府はいち早く，
これを徹底的に再編成すべき必要にせまられた。そこで，政府は管理活動に
(2) J. T. McKelvey, AFL Attitudes toward Production. 1900~ 1932, 1952. pp. 
28~29. 
このような推移について，マケルビー女史は「まことに，それは，あたかも神が
突如として組織労働者に贈物をふりまいたようにおもわれた。組合の承認と維持，
生活賃金の権利―これらの全て，労働組合が久しく闘ってきた願いが，いまや軍
需生産の急務のなかで，にわかに認められたのである」と指摘している。 (Ibid,p. 
34). 
(3) C. C. Ling, op. cit., pp. 323 ~ 324. 
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経験の深い民間の経営者やコンサルタントを招聘することが得策であると考
えて彼等の協力を求めたが，そのことほかえって，彼等に戦時下の緊急的諸
条件のもとで，さらに新らしい方法を研究し，発展せしめることになった。
そしてまた，その際，このような民間の経営者たちと接触をもち，協力した
多くの産業関係者たちは，あらために，管理の実務と知識を習得する貴重な
チャンスを与えられたのである。そうした意味ではまことに，大戦は，産業
人たちに当時の経営管理に対する見習の機会を準備したといえる。かくてこ
うした経験は，やがて民間産業における管理の組織化，計画化の促進に重要
な主体的要因として作用したことを理解しておかなけれぼならない。
ところで，この期における，特に製造業と造船業に対する極度の生産増強
の要請ほ，他面における極端な労働力不足のなかで，熟練工の訓練プログラ
ムに，徹底した改善と改革をうながした。それらは，高賃金を提供して労働
力を吸引し，とくに，半熟練職種への労働力充当のために，多くの見習エ
(apprentice) を引きぬいて，伝統的な見習エプログラムを混乱せしめたため
(4) 
に，補導訓練 (vestibuletraining)計画が発展させられたのは特徴的であった。
それは，非機械的作業職の熟練エや，婦人や，半熟練職要員の訓練を専門化
するものであったが，その結果ほ，これら職種の新規従業員の平均動続期間
をのばし，労働異動率を切下げることとなったのである。
なお，極端な労働力不足の実情は，高度な労働異動率によって，さらに攪
乱される危険を示したが，それは，労働力の徴兵による流出にとどまらず，
軍需関係産業や官業の間にさえ，競争的勧誘が行われたことで促進されたも
のであった。かくて労働力不足の深刻化は，労働者の地位の相対的優位性，
したがって，労働攻勢のきざしとあいまって，企業の側に，貴重な人材えの，
意識的な配慮をうながすこととなったのである。そのことは，すでに1915年
と1916年における科学的管理法に対する禁止立法の成立の経過のなかで，人
間労働者の物的機械視を反省せしめる方向が示唆されたのであるが，いまや
人的労働力を，産業民主主義的軌道にのせて，調整し統轄すべき機運を熟せ
しめたというべきであろう。ここに，組織的，計画的な人的労働力対策とし
(4) Ibid., pp. 326~327, p. 337. 
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ての人事管理の制度的確立が促進せしめられたのである。
ところで，第一次大戦の人事管理機能に与えた衝撃に関して，しばしば忘
(5) 
れられた分野は，雇用管理の領域でのそれである。とりわけここでは，陸軍
人事分類委員会 (Committeeon Classification of Personnel in the Army)の
心理テスト，評定制度その他の方法の発展に貢献した，その先駆的実践は重
要であろう。
こうした実践活動の動機ほ，ほんらい陸軍の兵力動員計画にしたがって，
兵員を適所に配置し，そのために適性を発見し，確認する必要にむすびつけ
られたものであった。こうした目的に沿って，可及的速かにこの作業を成功
させるべく設置されたのが陸軍人事分類委員会であった。その活動は，とく
に合理的な採用と配置のための有効な方法として，多数の職業テスト (trade
test) を開発して注目されたが，これらの仕事は，「当時までの，この国にお
(6) 
ける精神工学 (mentalengineering)上の最大の成果であった」と評価され，
さらに軍隊におけるこの種の人事施策の成功的経験が，産業の経営者たちに，
人事問題の科学的処理の重要性を具体的に示唆した影響ほきわめて意義深い
(7) 
ものであったといわなければならない。
V. 「人事管理」と経営労務管理の発展
1.その性格的位置づけ
すでに指摘したごとく，科学的管理法の実施を，軍需工場や官業の各分野
から徹回せしめるのに成功したのほ，直接的には労働組合の強力な反対運動
によるものであったが，しかもそこにほ間接的に，第一次大戦期を背景にし
(5) Ibid., p. 328. 
(6) Ibid., p. 330. 
(7) ここで開発された人物評定法についていえば，たとえば， W.D. Scottの貢献
によるスコット式評定法も E.L. Thorndikeの発展させたソーンダイク方式も，
数個の特性＝評価要素にしたがって，分析的に格付けする客観的方法を先導して，
その後の，人事考課制度の発展に先駆的な貢献をしている。 (Ibid.,pp. 332~333). 
詳細については， W.D. ・ Soctt and others, Personnel Management. 1941 (1st 
ed. 1923) p. 215以下を参照。
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た当時の社会経済的情勢の影響があったことも見逃しえないものであった。
いまや，連合国の兵器廠ないし兵姑基地として絶好の経済的利益にあづかる
べきアメリカ独占資本にとって，足もとの拠点たるべき軍需工場の紛争のみ
ならず，その背後にうしろ楯となっていたAFLとの間に潜在的な労働不安
を解決することなしには事態を好転せしめることが不可能と意識されたので
ある。
かくて，ホクシー報告害が示唆したものほ，労働者への労働科学的配慮に
ほかならなかったが，しかも，そのことは，資本にとって，いささかも，利
潤動機の放棄を意味するものでなかったがゆえに，かえって，利潤と蓄積の
拡大のためには，一段と洗練された生産能率増大策が要請されざるをえなか
ったのである。ここに，労働者の心理的•生理的側面に労働科学的配慮をむ
けながら譲歩を示すことによって産業平和を回復し，稜極的には，より合理
的に整備された計画的な労務施策を系統化して，労働能率向上の課題に応え
るべき方向が示されたと言うべきであろう。
あたかも，第一次大戦の時期をめぐって，かって「科学的管理法」のなか
にはじめてうちだされた近代的な労務管理の機能を，さらに発展的に整備，
補強すべき客観的条件が成熟したのである。すなわちそれは，第一に，軍需
生産の活発化にともなう労働需要の急激な増大に対処して，労働移動を可及
的に防止し，労働力不足をカヴァーすべきその効果的，能率的利用の必要を
促したのであるが，そのことは同時に，人的労働力の科学的，合理的な選考，
訓練配置などの一連の雇用管理の系統的整備を実践せしめることとなった。
そして第二には，戦争によってさらに窮迫した労働力不足は，次第に労働攻
勢を強める兆しを見せた結果，資本の側もいち早くこれに対処して，むしろ
積極的な方策を準備する必要に迫られたのである。
たまたま，こうした一連の人力 (manpower)の能率的利用をめぐる研究と
実践ほ，つとに兵力の有効的配置•利用を意図した軍部の人事計画を通して
展開され，しかも情勢の緊迫とともに，ますます国家的見地から政府の物心
両面にわたる援助をうけて，本格的に推進されていたことは，民間企業一般
における人力管理 (m~nagement of manpower)のうえにも，直接間接に大き
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な影響を与えることとなったのである。こうしたなかで，人力管理の科学的
能率化に資すべき隣接諸科学が，このころ，ようやく体系的に整備されて発
展しつつあったことほ，まことにタイムリーであった。ドイツを中心として
成長をみせた労働生理学や労働心理学を支柱とする「労働科学」 (Arbeitswis-
senschaft) や，英米における産業医学 (industrialmedicine)，産業心理学
(industrial psychology)の成果が，やがて人力の心理的，生理的側面の科学的
分析と応用に役立てられるべく積極的にとり入れられたことは偶然でなかっ
た。
かくて，「科学的管理法」への反省の方向で，その再編成にせまられていた
経営労務管理の実践的要求は，いまや人力の能率的利用に即した新しい管理
技術の具体化を志向せしめるに至ったのである。それは，かって「作業の科
学」にのっとった「科学的管理法」が，科学的形式をかくれみのにして，か
えって人間を機械化して破綻したかぎりにおいて，生理学ないし心理学を中
核とする「労働科学」の原理によって，「人力の最高能率的利用」 (.themost 
efficient utilization of manpower)を実現しようと意図されたことは不思議で
なかった。そして，こうした視点は，あたかも電力の最高能率的利用のため
に「電気工学」の原理が適用されるのと同様に，人力の最高能率的利用の立
場は，まさに労働科学を内容とする「人間工学」(humanengineering)の原理
(1) 
をふまえたものであると解されている。かくてわれわれもまた，人力に固有
な心理的•生理的原理を究明する「人間工学」に，その管理の指標をもとめ
て登場した新しい管理技術＝制度を，いわゆる言葉の厳密な意味での「人事
管理」 (personnelmanagement)として位置づけるとすれば，それらはまさに，
「労働科学」的，ないし「人間工学」的人事管理として特徴的に理解すべき
(2) 
ことを附記しておかねばならない。
(1) これらの点については藻利教授によって，明解に分析されている。
藻利重隆『労務管理の経営学』昭33.11~12頁。
なお，こうして登場した「人事管理」は，やがて戦後のフォード・システム (Ford
system)に代表される経営合理化運動の展開のなかで，独占段階における複雑な経
営労働関係を背景にして，積極的に制度化され，急速に発展の方向を辿るのである。
(2) 誤解を避けるために，あえて次の点を注意する必要があろう。たしかに「科学
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2. 経営労務管理発展の総括的整理—機能論への序説—
われわれは前章において，近代的な「人事管理」の成立を科学的管理運動
の発展のなかで，とりわけ第一次大戦期 (1914~18)を中心にして位置づけ
た。そのことは，独占段階における労資関係の複雑化を反映して，資本がよ
うやく意識的に労働力の能率的利用を考慮せざるを得なかった事情を示すも
(1) 
のであった。
的管理法」における欠陥を補足して登場した「人事管理」は，その意味で，前者の
人間機械視を克服しようと意識されたが，その場合の非人間化に対する人間化の思
考を，ただちにヒューマン・リレーションズ的配慮に等置すべきではない。周知の
ように，ここでとりあげられた「人間」は，すぐれて生理的，画ー的，したがって
合理的な人間，すなわち，言うところの＜経済人}>(homooeconomicus) にとどま
り，そのかぎりにおいてこそ「人間工学」の原理によって解決されうると考えられ
たのである。けれども，それにもかかわらず，その後の複雑な労働事情の成熟のな
かから，やがて，こうした画ー的，合理的な人間の内面に，かえって個々の非合理
的，感情的要因の存在を発見せしめ（ホーソン実験），これが適切な調整措置の必要
を意識せしめて， 1930年代にいわゆるヒュマン・リレーションズとしての管理方策
を具体化させたのである。まことに，歴史的管理技術＝＝制度としての経営労務管理
の性格は，すぐれて，歴史的経営現象として，なによりも，社会経済的諸条件の成
熟にかかわらしめて理解すべきことを示唆している。
(1) ところで，プレック (E.F. L. Brech)やアーウィック (L.F. Urwick) らの
ように，古く，ロバート・オウエン (RobertOwen 1771 ~ 1858) を近代的人事管
理の先駆者として高く評価するものもある。事実，オウエンは，つとに産業におけ
る人的要素を重視して，みづから経営するニューラナークの紡績工場を中心に，労
働時間の短縮，児童労働の排除，作業環境の整備，福利施設の充実などの一連の方
策を具体化する試みを示したことは知られている。このような彼の意図ほとりわけ
真摯なものであったが，彼にあってほ，，こうした社会的害悪の原因を，経済の機構
＝制度のなかにおいて，率直に見究めるのではなくて，ただ，対症療法的に処置す
れば解決しうるものと考えたものとして，いわば，人道主義的な改良主義の試みで
あったというぺきであろう。けだし，複雑にして冷酷な経済の歯車は，彼の善意と
良心に支えられた先躯的アプローチをも非情におしつぶしていったのである。その
意味で，われわれは，オウエンの善意にみちた努力を評価するにやぶさかではない
けれども，なおそれは彼の主観的・個人的試みにとどまるものとして， ただちに
「人事管理」の制度的確立に結びつけることを避けるべきであろう。
L. Urwick & E. F. L. Brech, The l\~aking of Scientific Management, vol. II 
L. Urwick (ed.), The Golden Book of Management. 
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おもうに，欧米先進諸国における労働事情の歴史的推移を顧みるとき，も
ちろん封建遺制の影響が皆無ではなかったとしても，少なくとも比較的早く
から資本主義的合理性に即して，意識的な努力が求められてきたことは疑い
えない。とりわけアメリカにあってほ，ほんらいの労働力不足と，複雑な移
民労働に対する労務統轄の困難性が絡みあって，なによりも資本にとって利
用可能な労働力の，できうるかぎり資本合理的かつ能率的な活用が至上の課
題となったのは不思議ではない。その意味では，作業の分析から出発したテ
ィラーの職務中心的思考こそ，こうした資本主義的合理性の具体化であった
といえよう。
かくて，職務研究 (jo~ study)によって明らかにされた必要諸条件に，も
っとも適合した労働力を充当し（採用・配置），育成しながら（教育。訓練），
こうした職務を能率的に遂行せしめるよう刺激し（賃金），督励し（評定），監
督する（職制）ことに集中的な努力が注がれたのである。言いかえればそこ
では，資本家的利潤の獲得がもっとも合理的であるためには，具体的な<職
務>を能率的に遂行させることが必要であったから，そこでの労務管理の焦
点は，抽象的，一般的な労働＜者＞対策ではなしになによりもまずこうした
具体的<職務>に対応した具体的，現実的な労働く力>でなければならなか
(2) 
った。ここに，生産因子としての労働力を最高能率的に利用するための管理
が必要とされたゆえんがあった。そこではテイラーシステムにおける人間機
械視を克服すべきものであったかぎりにおいて，人力に固有の生理的原理を
無視しえなかったわけである。あたかも，ここに登場した労務管理が，．すぐ
(2) ちなみに，こうした立場ほ，ーわが国における生涯雇用と年功賃金を支柱として
発展してきた慣行に比して，きわめて対照的であったと言える。すなわちそこでほ，
資本は明治・資本主義形成期以来の，圧倒的な労働力供給過剰とその劣悪な生活水
準をテコにして不断に専制的支配を強化し，前近代的な身分的支配を温存せしめた。
しかも，戦前を通じて特徴的な労働者組織の否認・弾圧の政策の結果は，資本に対
して，きわめて安易かつ安価な労務統轄を可能にしたが，こうした非合理的な労働
対策は，かえって，労働力の合理的・能率的利用への努力を塞ぎ，ひいては経営ー
般の合理化への途をとざしたことを想起すべきであって，戦後にわかに経営の（そ
して労務管理の）「近代化」が日程にのぼったのほ皮肉である。
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れて人間工学的「人事管理」として出発せしめられたのは，そのためである。
いずれにしても，ここにいう「人事管理」の基本原理は，生産因子として
の労働力の有効利用・能率的利用にかかわる施策であるから，それらは明ら
かに，独占段階における労働一生産ー利潤関係の複雑化を反映して展開せざ
るをえない。言いかえれば，それは，独占の深化による労資関係の対立激化
に対応して，次第に整備・拡充の過程をせまられるわけである。そうした意
味から，われわれは，「人事管理」の発展を，こうした経済の独占的発展にか
かわらしめて，成立，発展，拡充の三つの段階に区分しながら特徴づけよう。
成立期 — 1910's— 
すでに指摘したように，「人事管理」の成立は，第一次大戦期を背景とした，
(3) 
資本の意識的な労働力の能率的利用策の具体化であったが，こうした試みは，
すでにティラーのいわゆる<科学的>アプロ—チによつて方向づけられてぃ
た。すなわち，「科学的管理法」の基本原則，なかでも労務者の科学的選択
(scientific selection)や科学的な教育・育成 (scientificeducation and develo-
pment)の重視は， 生産因子としての労働力の能率的利用を可能にする人的
労働力の科学的，合理的な選考，訓練，配置などの，いわゆる雇用管理の系
統的整備をうながすものであった。かくて，第 1次大戦の時期を中心として，
ようやく発展しつつあった労働科学その他の隣接諸科学の成果をとりいれな
がら，人力の最高能率的利用を志向する一連のアプローチが，にわかに積極
化したのである。
ちなみに，この時期における主要な文献資料類を年度別に表示して．その
関心の高まりを顧みておこう。
（註）（A）心tide
(B) Book or Booklet 
F. B. Miller & M.A. Coghill, The Historical Sources of Personnel Work, 1961. 
C. C. Ling, The Management of Personnel Relations: History and Origins, 1965. 
(3) たとえば，ティード (OrdwayTead)は，近代的な人事管理活動の制度化を，
近代的タイフ.の<人事部 personneldepartment;>の成立の時期に結びつけ，それを
1912年以降としていることは前章で指摘した。
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1903 Carpenter, C. U. The Working of a Labor Depa- I 1903 テイラー『エ
rtment in Industrial Establishments. (A)． 場管理論』
1904 Mosso, Angelo. Fatigue. (B) I , フォード自動
1906 Becker, 0. M. Training the Armies of Business. 車会社創立
(A) 
1907 Person, Harlow S. Industrial Education. (B) 
1909 Tolman, William H. Social Engineering. (B) I 1909 フォード， T
Wright, Carroll D. The work of the National 型車の単一品
Society for the Promotion of Industrial Educa— 生産開始
tion. (A) 
1910 Eastman, Crystal. Work-Accidents and the Law. 
(B) 
1911 Scott, W. D. Increasing Hwnan Efficiency. (B) I 1911 テイラー『科
1912 Goldmark, Josephine. Fatigue and Efficiency. (B) 学的管理法の
Hartness, James. The Human Factor in Works 
Management. (B) 
1913 Leake, A. K. Industrial Education. (B) 
Munsterberg, Hugo, Psychology and Industrial 
Efficiency. (B) 
Otey, Elizabeth L. Employers'Welfare Work. (B) 
原理』
1914 Gilbreth, Lilian M. The Psychology of Manage- I 1914 第一次大戦開
ment. (B) 始
Price Georg M. The Modern Factory: Safety, I " テイラーシス
Sanitation, and Welfare Work. (B) テムに関する
Scott, Jonathan F. Histrical Essays on Apprenti- ＊クシー調査
ceship and Vocational Education. (B) 
1915 Bloomfield, Meyer. Reading in Vocational Guid- I 1915 テイラー歿
ance. (B) 
Schneider, Herman. Education for Industrial 
Workers. (B) 
1916 Alexander, Magnus W. Hiring: Its Economic Waste 
and How to Avoid It. (A) 
Bayer, D. S. Industrial Accident Prevention. (B) 
Bloomfield, Meyer. The Aim: and Work of Emplo-
yment Managers'Associations. (A) 
Bloomfield, Mayer, and Willets, Joseph H. (eds.) 
／／ ストップウオ
ッチ禁止立法
通過
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Personnel and Employment Problems in Indus-
trial Management. (A) 
Clothier, R. C. The Function of the Employment 
Department. (B) 
Gantt, H. L. Industrial Leadership. (B) 
Gardner, H. L. Psychological Tests. (B) 
Gilbreth, F. B., and Gilbreth, L. M. Fatigue 
Study. (B) 
Hollingworth, H. L. Vocational Psychology. (B) 
Kober, George M., and Hanson, William C. 
Disease of Occupations and Vocational Hygiene. 
(B) 
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1917 Alexander, Magnus W. The Cost of Labor Tur- I 1917 アメリカの参
nover. (B) 戦
Fitch, John Making A ・the Boss Efficient. (A) ／ ロシヤ革命
Hollingworth, H. L., and Poffenberger, A. T. 
Applied Psychology. (B) I 1918 第一次大戦終
1918 Gowin, E. B. The Selection and Training of the 結
Business Executive. (B) 
Henderschott, F. C., and Weakly, F. E. The 
Employment Department and Employee Rela-
t!ons. (B) 
Kelly, Roy W. Hiring the Worker. (B) 
1919 Alford, L. P. The Status of Industrial Relations. I 1919 アメリカの戦
(A) 争景気絶頂
Bingham. Walter Van Dyke. Army Personnel 
Work. (A) 
Bloomfield, Daniel (ed.) Selected Articles. on 
Employment Man:>.gement. (B) 
Bloomfield, Meyer. A New Profession in American 
Industry. (A) 
Committee on Classification of Personnel in The 
Army. The Personnel System of the United States 
Army. (B) 
Coss, John J., and Outhwaite, Leonald. Personnel 
Management. (B) 
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Douglas, Paul H. Plant Administration of Labor. 
(A) 
Greenwood, M., and Woods, H. M. The Incidence 
of Industrial Accident, with Special Reference 
to Multiple Accidents. (B) 
Mock, H. E. Industrial Medicine and Surgery. (B) 
Ruml, Beardsley, The Extention of Selective Tests 
to Industry. (A) 
$lichter, Summer H. The Management of Labor. 
(A) 
U. S. Bureau of Labor Statistics. Welfare Work 
for Employees in Industrial Establishments in 
the United States. (B) 
Willets, Joseph H. War's Challenge to Employment 
Managers. (A) 
発展期—大恐慌を中心とする両大戦間の時期—
さて第一次大戦を前後として登場した「人事管理」は，その後， 20年代の
いわゆる繁栄期ー一厳密には相対的・一時的安定期—を背景にして，ーそ
う発展すべき条件をそなえた。けれども，それは，いわばこうした時代を特
徴づけた企業の発展に助けられて，経済的余裕に支えられたものであったこ
とは否定できない。すなわち，この時期には，たしかに福利厚生施設(welfare
work)の充実を中心とした人事管理活動が積極化したが，こうした経済的費
用＝犠牲をともなう施策は，なによりも企業の経済的能力に裏づけられるべ
きであったから，人事管理の実施ほ，かかる能力を示すバロメーターである
ような印象を与えた。かくて，資本家たちは，自己の企業の発展と，その進
歩的，良心的経営姿勢を誇示すべく，競争的にこの種の管理を推進する傾向
にあった。
だが同時に，ここに積極化した福利厚生活動を支えた基本的理念ほ，すぐ
れて温情主義的 (paternalistic)なものであったことも忘れてはならない。す
なわち，相対的安定期として特徴づけられたこの時期の繁栄こそ，他方では
機械化，マス。プロ化の進展による労働強化を次第に激化せしめ，労働者の
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窮乏化を犠牲にして維持されていたから，やがて労働者側にも不満と抵抗の
組織化が促進されつつあった。かくて資本は，一方において，こうした労働
者運動の高まりを牽制し，意識的に攻撃を試みるものとして，かの<才—プ
ン・ショップ運動 openshop drive►を展開したことは知られている。だが，
ようやく深刻に定着しつつあった労働者の不満を克服するには，もちろん，
こうした権力的抑圧のみでは不可能であった。ここに福利厚生活動が，労働
者の不満を，温情的に回避するものとして利用されたのである。しかもそれ
らは，いわゆる御用組合 (companyunion)の積極的な飼育と併行して推進さ
(4) 
れていったことを注意しなければならない。
いずれにしても，この期の「人事管理」は，いわば資本の一方的，専制的
な労働支配の裏がえしであって，むしろ思恵的に，流行にうながされて気ま
ぐれに発展したもので，必ずしも労働力保全のための経済的合理性に根ざし
たアプローチではなかったといえる。この意味では，人事管理の諸技術＝制
度の本格的発展は，かの大恐慌 (1929年勃発）以降であった。すなわちそこ
では，経済の破局的なゆきづまりと，労資対立の激化のなかで，いち早く企
業の再建・復興を実現するには，なによりも労資関係を安定化して生産能率
を高めるほかなかったから，資本にとってほ，好むと好まざるにかかわらず，
本格的な労働力＝労働者対策が必要とされたのである。
かくてわれわれは，両大戦にまたがる時期のうちに，「人事管理」の発展期
を位置づけたが，厳密にいえばそれらは大恐慌を画して発展前期と発展後期
に区分すべきものであり，むしろ恐慌後の時期に至って，本格的な発展を跡
づけうるのである。
ところで，ここに注意すべきことは，この時期に，いわゆる人間関係管理 (Human
Relations)と労働組合関係管理 (LaborRelations)の制度化が進められたことであ
る。その間の事情についてはあらためて続稿でとりあげるが，要するに，これらの
ことは，独占の深化にともなう社会経済的諸条件の複雑化のもとで，いまや，生産
因子としての人的労働力側面に対する能率原理の適用のみをもってしては，よく労
資関係を安定化させ，産業平和を保って，経営能率を発展的に維持しえないことが，
(4) これらについてほ RobertW. Dunn, The Americanization of Labor: The 
Employers'Offensive Against the Trade Union. 1927に詳しい。
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あらためて認識されたことを示している。すなわち，かの労働科学の原理をふまえ
た人間工学的「人事管理」を補足し，拡充すぺきHRやLRの具体化がうながされ
たのである。
おもえば，人間関係管理の思考を先導した一連のホーソン実験 (Howthorne
experiment)が， 1920年代から1930年代における，とりわけフォードシステムに代
表された生産合理化による労働強化の進行と不満の拡大，したがって能率の低下の
問題や，資本の恐慌合理化対策を背景にして，労資協調を具体化する方向を示唆し
たことほ偶然でなかった。また，大恐慌後の復興の過程でルーズベルト大統領 (F.
Roosevelt)がうちだした一連のニュ・ーディール政策 (NewDeal)は，特にワグナ
一法 (WagnerAct)をもって，労働者の団結権，団体交渉権を合法化し (1935年），
公正労働基準法 (FairLabor Standard Act)をもって，労働条件の適正化を規制し
た結果 (19.38年），労働者の組織化ほにわかに活発化し，その発言力を強化せしめた。
かくて，今や資本は，労働者組織を無視し，除外してほ，経営を維持し，発展せし
めることが不可能になって，ここに労働組合対策 (LR)を日程にのぼせざるを得
なくなったというべきであろう。
しかも，フォード・システムに代表された大量生産方式と技術革新の進行は，旧
い職種 (trade)や職務(job)を分解ないし退化せしめながら，新しい職務を創出せ
しめた結果，賃金管理の合理化のためには，職務の相対的価値にもとづく賃金決定
の必要をうながし，ここに職務評価 (jobevalution)の技術を本格的に登場せしめ
たことも周知の通りである。
やがてこうして，戦時下の労務管理体制が整備されていくのであるが，そ
こでは，なによりも労働力不足と軍需生産力の増強の両面から，ーそう人力
の効率的利用がせまられ，戦時生産体制に即した労務管理機構の再編強化が
進められたのである。ちなみに，こうした経済の軍事的再編成を合理化する
本格的な労働移動 (laborturnover)対策や，賃金統制 (wageregulation)の
実施とあいまって，一方では先任権制度 (seniorityrule)の確立や職務評価制
度の整備が進められ，他方では労働強化にもとづく勤労意欲 (morale)の低下
防止のために人間関係的接近がますます重視されるに至ったのである。
いずれにしても，恐慌期を経て，いよいよ本格的な発展の軌道にのった
「人事管理」の諸方策は，次第にHRないしLRの諸技術を合流せしめなが
ら独占段階における「経営労務管理」の機能を貫徹すべく発展し，やがて戦
時体制下において，さらにきめの細かい洗練化された進展を見せたといえよ
う。
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以下，この期における主要な文献を附記しておこう。
1920 Lichtner, W. 0. Time and Job Analysis in Mana- I 1920 戦後恐慌の深::::t.~~)O. Time and Job Analysis in Mana-  刻化
Tead, Ordway, and Metcalf, Henry, C. Personnel 
Admini stration. (B) 
Yoakum, C. S., and Yerkes, R. M. Army Mental 
Tests. (B) 
1921 Link, H. C. Employment Psychology. (B) I 1921 『産業におけ
1922 National Personnel Association. Job Analysis. (B) る無駄排除』
Odencrantz, Louise C. Personnel Work in America. 
(A) 
1923 Bloomfield, Daniel (ed.), Ploblems in Personnel 
Management. (B) 
Boettiger, Louis A. Employee Welfare Work. (B) 
Crowther, Samuel. John H. Patterson, Pioneer in 
Industrial Welfare. (A) 
Scott, W. D., and Clothier, R. C. Personnel 
Management: Principles, Practices, and Point 
of View. (B) 
運動，とその
報告書の発表
1924 Kornhauser, A. W., and Kingsbury, F. A. Psyc- I 1924 安定期に移行
hological Tests in Business. (B) 
1925 Rossi, W. H., and Rossi, Diana I. Powers. Perso-
nnel Administration: A Bibliography. (B) 
1926 Lett, Merrill R. Wage Scales and Job Evaluation. 
(B) 
Palmer, L. W. History of the Safety Movement. 
(A) 
この頃，ホー
ソン実験が試
みられた。
(1924~ 1932) 
1927 Mays, Arthur B. The Problem of Industrial Edu- I 1927 フォード， T
ation. (B) 型車の生産中
1928 Hull, Clark. Aptitude Testing. (B) 止， GMの躍
1929 Myers, C. S. Industrial Psychology. (B) 進をみる
1930 Struck, F. Theodore. Foundations of In dustrial I 1929 大恐慌開始
Education. (B) 
1931 Bingham, Walter Van Dyke, and Moore, Bruce 
V. How to Interview. (B) 
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1932 Fineman, Ann. Depression and Personnel Depart- I 
ment. (A) 
National Industrial Conference Board. Salary and 
Wage Policy in the Depression. (B) 
Witte, Edwin E. The Government in Labor 
Disputes. (B) 
1933 Jordan, Virgil. Personnel Policies During Business I 1933 恐慌の最激期
Recovery. (A) 
Mayo,.Elton. The Human Problems of an Ind-
ustrial Civilization. (B) 
1934 National Industrial Conference Board. Effect of 
the Depression on Industrial Relations Programs. 
(B) 
” 全国産業復興
法(NIRA) 
Depression on Recent Developements in Industrial I 1935 ワグナー法
Group Insurance. (B) 
Tead, Ordway. Personnel Administration. Encyc日
lopedia of the Social Sciences, Vol. 12 (A) 
1936 Hersey, R. B. Emotional Factors in Accidents. (A) 
1937 Bingham, Walter Van Dyke, Aptitudes and Aptitude 
Testing. (B) 
1938 Watkins, G. S., and Dodd, P.A. The Management 
of Labor Relations. (B) 
Yoder, Dale, Personnel and Labor Relations. (B) 
1939 Roethlisberger, E. J., and Dickson, W. J. Mana-
gement and the Worker. (B) 
1941 Benge, E. J., Burk, S. L. H., and Hay, E. N. 
Manual of Job Evaluation. (B) 
1942 Drake, C. A. Personnel Selection by Standard 
Job Tests. (B) 
Harper, Fowler V. The War 11anpower Com-
mission Tackles the Manpower Problem. (B) 
Rogers, Carl R. Counseling and Psychotherapy. (B) 
Seward, Ralph T. War Labor Board Views on 
Wage Stabilization. (B) 
1943 Burns, Robert K. War Labor Board Policy on 
Wage Increases. (B) 
1936 チャップリン
の＜モダンタ
イムス＞公開
される。
1938 産業別労働組
合が正式にA
FLから独立
1939 ドイツのポー
ランド進攻
1941 日米戦争開始
1945年まで継
続
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Dirks, Howard M. War-Time Organization of the 
Personnel Department. (B) 
Maslow, A. H. A. Theory of Human Motivation. 
(A) 
1944 Daugherty, C. R. A Review of War Labor Board 
Experience. (B) 
Mayo, Elton, and Lombard, George F. F. Tea-
mwork and Labor Turnover in the Aircraft 
Industry of Southern California. (B) 
McMurry, Robert N. Handling Personality Adju-
stment in Industry. (B) 
Spates, Thomas G. An Objective Scrutiny of 
Personnel Administration. (B) 
拡充期一ー第二次大戦後の現段階ー一
(501) 163 
周知のように第二次大戦の経済的結果は，東欧諸国や中国を中心とする社
会主義体制を飛躍的に拡大せしめ，社会主義世界経済体制の確立による資本
主義の全般的危機の第二段階を特徴づけた。こうした世界経済体制の分裂と
対立ほ，アメリカを中心とした資本主義陣営の結束強化をうながし，やがて
「生産性向上運動」の展開によるテコ入れが試みられたのである。けれども，
戦後資本主義の傾向は，独占段階における諸矛盾の拡大，とりわけ全般的危
機の第二段階を特徴づける体制的危機の回避ないし合理化策を強化せしめ，
それらを背景とした技術革新の競争的遂行を促進した。
このことは，一方において生産力の発展を極度におし進め，時に「第二次
産業革命」（J．ディーボルト）と指摘せしめた程，革命的な印象を与えるも
のでさえあった。かくて技術革新下における経営生産の高度な発展は，生産
方法の集団化・自動化による職場のチーム・ワークの重要性と，そのための
労資の協力関係を維持する必要を痛感せしめた。すなわち，そこでは一方に
おいて，集団的能率の基礎となる個々の作業力を極度に効率化するため，科
学的管理法を総合的に精密化したいわゆる IE (Industrial Engineerin~) の技
法が中核として発展させられたが，同時にこうした「工学的」アプローチほ，
不断の技術革新・設備更新による資本の有機的構成の高度化，したがって利
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潤率の低下傾向をカヴァーするための一連の労働強化策を洗練化し合理化す
る役割を果すものとして，ますます緻密化されるにいたった。だが，このよ
うに識場を中心とした労働密度の濃密化はやがて労働者の不満を高め，次第
にそれらを内攻せしめ，組織化せしめるにつれて，資本は意識的に職場のモ
ラールを高揚し，協力心を培養するためのHR的諸技術を一そう強化し拡大
するのである。
いずれにしても，資本主義経済制度のもとにおける生産力の高度な発展に，
早晩資本主義的生産諸関係が樫桔となり，その矛盾と困乱が拡大されざるを
えない。かくて，次第に生産性向上にともなう保証要求が組織的に高まり，
賃金・労働時間を中心とする労働条件管理，さらには失業不安の緩和策と
しての雇用安定施策，なかでも再訓練のプログラムや，企業内失業手当制
(supplemental unemployment benefit paln)その他の付加給付 (fringebenefits) 
の整備拡充が急速におし進められるにいたったのは周知の通りである。
このように戦後の企業経営における中心的課題は，体制危機的情況のもと
における最大利潤の獲得と，その合理化策に集中し，そのためのテコとして
労働力＝労働者対策の強化が総合的に整備されざるをえなくなったというべ
きであろう。ここにわれわれは，人事管理を中核とする経営労務管理諸技術
＝制度の拡充期を特徴づけうるのである。
ちなみに戦前と戦後における労務管理の代表的文献において，それぞれ取りあげ
(5) 
られた労務管理の主要職能を対比してみれば次の如くである。
Tead, Ordway, and Metcalf, Henry C., Personnel Administration, its Principles 
and Practice. 1920. 
①雇用（含採用，配置，移動） R教育訓練③安全・衛生④従業員サービス⑥賃
金・給料制度⑥労使関係調整（含従業員代表制， 識場委員会） ⑦労務諸調査
（職務分析，疲労調査，賃率調査，労務監査）
W. D. Scott, R. C. Clothier, S. B. Mathewson and W. R. Spriegel; Personnel 
Management, Principles, Practices, and Point of View, 1941 (3rd ed.) 
①人事統制（人事記録，識務カード，異動・昇進・解雇，人事考課，適性テス
ト，職務分折・分類・評価） R教育・訓練（労務者訓練，幹部訓練） ⑧作業イ
(5) これらの特徴を比較的に分析したものとして，森五郎『労務管理概論』昭39.
pp. 23~31を見よ。
人事管理発展史研究（高堂） (503) 165 
ンセンテイプ（賃金・給料統制，賃金支払プラン，従業員給付，従業員持株制
•利潤分配制，安全・健康·レクリエーション） ④産業民主々義と社会統制
（従業員代表制，労働法規，雇用安定，年金） ⑥インダストリア）レ・リレーシ
ョンズ（産業不安・作業条件・労働移動対策，モラールと集団心理）
Mee, J. F. (ed.). Personnel Handbook. 1951. 
①人事プログラム，②人事管理組織，⑧人事管理の予算と原価統制，④職務分
析と職務評価，⑥賃金・俸給管理，⑥勤務評定，⑦人事テスト，⑧雇用，⑨保
健医療サーピス，⑩金銭サービス，⑪非金銭的サービス，⑫労働安全，⑬協約
交渉，⑭労働協約，⑮従業員コミュニケーション，⑯労使関係，⑰人間関係と
モラール，⑱教育訓練，⑲公衆関係，⑳労務監査
Pigors, Paul, and Myers, Charles A, Personnel Administration, A Point of View 
and a Method. 1956 (1st ed. 1947): 
①募集，選考および配置，R教育・訓練，⑧昇進，移動，一時解雇，④懲戒・
解雇，⑥賃金管理，⑥従業員サービス，⑦安全・衛生，⑧生産問題への従業員
参加（提案制度，労使合同委員会，労使協議制），⑨組織の安定性確保，⑩作業
ティームの確立維持
(1967.10.25) 
